
各電源の特性と電源構成を考える上での視点

資源エネルギー庁

平成２７年３月

総合資源エネルギー調査会
⻑期エネルギー需給⾒通し⼩委員会（第５回会合）

資料１



エネルギー基本計画における各エネルギー源の位置づけ ～ベースロード電源～

ベースロード電源

発電（運転）コストが、低廉で、安定的に発電することがで
き、昼夜を問わず継続的に稼働できる電源

地熱
世界第３位の地熱資源量を誇る我が国では、発電コストも低く、安定
的に発電を行うことが可能

水力
渇水の問題を除き、安定供給性に優れたエネルギー源としての役割
を果たしており、引き続き重要な役割。一般水力については、運転コ
ストが低く、ベースロード電源としての役割。

原子力

低炭素の準国産エネルギー源として、優れた安定供給性と効率性を
有しており、運転コストが低廉で変動も少なく、運転時には温室効果
ガスの排出もないことから、安全性の確保を大前提に、エネルギー需
給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源

石炭
安定性・経済性に優れた重要なベースロード電源として再評価されて
おり、環境負荷を低減しつつ活用していくエネルギー源
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エネルギー基本計画における各エネルギー源の位置づけ ～ミドル電源、ピーク電源～

発電（運転）コストがベースロード電源の次に

安価で、電力需要の動向に応じて、出力を機

動的に調整できる電源

ミドル電源

ＬＮＧ

石油と比べて地政学的リスクも相対的に
低く、化石燃料の中で温室効果ガスの排
出も最も少なく、発電においてはミドル電
源の中心的な役割

ＬＰ
ガス

化石燃料の中で温室効果ガスの排出が
比較的低く、発電においては、ミドル電源
として活用可能であり、また最終需要者
への供給体制及び備蓄制度が整備され、
可搬性、貯蔵の容易性に利点があること
から、平時の国民生活、産業活動を支え
るとともに、緊急時にも貢献できる分散型
のクリーンなガス体のエネルギー源であ
る。

発電（運転）コストは高いが、電力需要の動

向に応じて、出力を機動的に調整できる電源

ピーク電源

石油
運輸・民生部門を支える資源・原料として
重要な役割を果たす一方、ピーク電源と
しても一定の機能を担う

揚水式
水力

発電量の調整が容易であり、ピーク電源
としての役割を担っている。
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エネルギー基本計画における各エネルギー源の位置づけ ～再生可能エネルギー（太陽光発電・風力発電）～

太陽光 風力

・大規模に開発できれば発電コストが火力並
であることから、経済性も確保できる可能
性のあるエネルギー源

・北海道や東北北部の風力適地では、必ず
しも十分な調整力がないことから、系統の
整備、広域的な運用による調整力の確
保、蓄電池の活用等が必要。経済性も勘
案して、利用を進めていく必要

・需要家に近接したところで中小規模の発
電を行うことも可能で、系統負担も抑えら
れる上に、非常用電源としても利用可能

・一方、発電コストが高く、出力不安定性な
どの安定供給上の問題があることから、
更なる技術革新が必要
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各電源の特徴

石炭 ＬＮＧ 石油 原子力 再エネ

安
定
供
給

地政学的リスクが化石燃料
の中で最も低い
（中東依存度0%）

貯蔵が容易
（国内在庫 約30日）

石油に比べて地政学的リスク
が相対的に低い
（中東依存度30%）

貯蔵が難しい
（国内在庫 約14日）

地政学的リスクが大きい
（中東依存度83%）

可搬性が高く備蓄が豊富
（国内在庫 約170日）

準国産エネルギー 国産エネルギー

経
済
効
率
性

熱量当たりの単価が化石燃
料の中で最も安い

（発電コスト 9.5円/kWh
うち燃料費 4.3円/kWh
うち固定費 1.4円/kWh）

燃料価格のうち液化コストや
輸送コストが高い

（発電コスト 10.7円/kWh
うち燃料費 8.2円/kWh
うち固定費 0.7円/kWh）

燃料価格が高い

（発電コスト 22.1円/kWh
うち燃料費 16.6円/kWh
うち固定費 1.9円/kWh）

運転コストが低廉

（発電コスト 8.9円～/kWh
うち燃料費 1.4円/kWh
うち固定費 3.2円/kWh）

再生可能エネルギーの種類
による

（発電コスト
太陽光 30.1～45.8円/kWh
風力 9.9～17.3円/kWh）

環
境
適
合

温室効果ガスの排出量が
多い
（排出係数 0.82kg-CO2）

化石燃料の中では温室効果
ガスの排出が最少
（排出係数 0.40kg-CO2）

温室効果ガスの排出量が
石炭に次いで多い
（排出係数 0.66kg-CO2）

ゼロエミッション電源 ゼロエミッション電源

運
転
特
性

緩やかな出力変動は可能 電力需要の変動に応じた出力
変動が可能

電力需要の変動に応じた出
力変動が容易

出力は概ね一定
自然条件によって出力が大き
く変動するものと、出力が概
ね一定のものが存在

エネルギー政策の基本的視点 ＝ “３Ｅ＋Ｓ” （「安全性」が前提）

（注）発電コストはコスト検証WGで検討中。数字は2011年のコスト等検証委員会報告書より。
排出係数は発電端、電力中央研究所資料より。
準国産エネルギー：原子力は、燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒的に大きく、仮に調達が途絶した場合でも、数年にわたって国内保有燃料だけで

生産が維持できるという観点から、エネルギー基本計画においても「準国産エネルギー源」とされている。 4
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我が国のベースロード電源比率の推移

 電源構成は、低廉で安定的なベースロード電源を国際的にも遜色ない水準で確保することが重要。

 石油危機以降、石油火力への依存を低減するため、ベースロード電源としては石炭火力や原子力発電の
比率を増加させ、ミドル電源としてはＬＮＧ火力の利用を拡大してきた。

 2000年代になると電源構成は安定し、ベースロード電源比率は、概ね6割を超える水準を確保するように
なったが、震災後は、原子力発電停止によりベースロード電源比率は40％以下まで大きく低下している。

【出典】資源エネルギー庁「電源開発の概要」等をもとに作成
電気料金は電灯・電力需要の合計値
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需要（kW）

（
時
間
）

年間の電力需要曲線

調整に使うため
短時間しか稼働
しない

長時間稼働する

 年間の電力需要（kW）の推移をkWが大きい順に左から並べ直した「デュレーションカーブ（電力需要曲線）」を

見てみると、年間を通して需要が一定である部分の面積（発電電力量）は、日本では６割程度となっている。

 コスト最適化の観点から年間の電力需要に電源を当てはめていく上では、どの電源が適切なのか、電源毎の

固定費と変動費の関係を踏まえ、稼働時間も考慮しつつ判断することが必要。長時間安定的な需要に対して

は長時間の稼働に向いた電源（変動費が小さい電源）を用い、短時間の需要に対しては短時間の稼働に向い

た電源（固定費が小さい電源）を用いることが合理的（メリットオーダー）。

※１ 火力は変動費が小さいものほど長時間稼働させることが合理的。
※２ 現実には、短時間しか稼働しない電源としては、石油火力やLＮＧ火力などが用いられている。

※３ 太陽光・風力は、実際には需給の安定に支障の無い範囲で優先して導入されるが、気象条件等により出力が変動する電源であるため、
需要の大小や稼働時間に応じて制御可能な電源を経済的観点から配分するという観点から見た上図には含めていない。 6

（例）
石油火力、ＬＮＧ火力

・固定費：小
・変動費：大

（例）
石炭火力、原子力、水力

・変動費：小
・固定費：大

日本の典型的な需要曲線

年間を通して需要が一定
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※エネルギー基本計画では、地熱・水力・原子力・石炭を日本におけるベースロード電源としている。ただし、天然ガスを生産又は低廉に調達できる国では、天然ガスをベースロード電源と同様に利用している場合もある。ここで
は便宜的に、日本以外の国のデータについては、水力・原子力・石炭の比率の合計を、ベースロード電源比率として記載した。データの制約上、ピーク電源とされる揚水式水力が含まれ、ベースロード電源とされている地熱は含
まれない。

主要国
の水準

震災後
の日本
の水準

 主要各国において、日本のエネルギー基本計画と同様にベースロード電源の定義がなされているわけでは
ないが、日本で定義している原子力・水力・石炭火力の電源構成比率は、概ね6～9割程度であり、日本も
震災前は同水準であったが、震災後は大幅に低下しており、国際的に見ても低い水準となっている。

【出典】 IEA Energy Balances 2014、日本は電源開発の概要等 7

エネルギー基本計画におけるベースロード電源の比率
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 各国の産業用電気料金を比較すると、ベースロード電源比率の高い国ほど、料金水準が低い傾向にある。

【出所】 IEA Energy Prices and Taxes 、IEA Energy Balance 2014より作成

• 天然ガスの自給率が100%を超える国（アメリカ、
カナダ、オランダ、メキシコ ：▲印）は、ベースロー
ド電源比率に天然ガス火力も含む。

• 電気料金は、2013年為替レート（1ドル＝97.6円）
で換算、税込み価格。

• スペインは2011年の値を、韓国は2009年の値を
掲載（ 2012年の料金が不明）。ベースロード電源比率
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各国のベースロード電源比率と電気料金
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各国のベースロード電源比率と電気料金（2012年）
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年間の電力需要曲線とＣＯ２の関係（ゼロエミッション電源の最大化）

 他方、CO2排出量の最小化の観点から年間の電力需要に電源を当てはめていく上では、ゼロエミッション電

源を可能な限り拡大し、CO2を排出する火力を減らしていくことが必要。

 ゼロエミッション電源には、自然条件によって出力が大きく変動する電源と、出力が概ね一定の電源があり、こ

れらの導入が拡大して両者が競合する場合には、後者を減らすのではなく、揚水や出力制御を活用すること

が合理的。

拡大

自然条件によって出力が大きく変動する
ゼロエミッション電源（太陽光・風力）

出力が概ね一定のゼロエミッション電源
（水力、地熱、原子力）

揚水や出力制御を活用

太陽光は需要の大きい時間に
多く発電する傾向にある

需要
（kW）

需要
（kW）

（
時
間
）

（
時
間
）

拡大
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中部エリア

関西エリア

北海道エリア

東京エリア

北陸エリア

東北エリア

中部北陸間連系設備

北海道本州間連系設備

新信濃FC
６０万ｋＷ

関西四国間連系線

中国四国間連系線

東清水FC
３０万ｋＷ

九州エリア

中国エリア

四国エリア
佐久間FC
３０万ｋＷ

沖縄エリア
(－)

北陸関西間連系線

中部関西間連系線

関西中国間連系線

中国九州間連系線

東京中部間連系設備

東北東京間連系線

周波数変換設備（FC)
・２０２０年度末までに新信濃FCを９０万ｋW増強（１２０万ｋＷ→２１０万ｋＷ）すべく、
現在、着工に向け準備中。
・更なる９０万ｋＷ増強（２１０万ｋＷ→３００万ｋＷ）については、ルートは未定。

（合計１２０万ｋＷ）

北本連系設備
・２０１９年３月までに
３０万ｋＷ増強

送電網の現状と連系線の強化

 全国大の効率的な電源活用や需給の安定化の実現のためには、広域的な系統運用が重要。
 地域間連系線については、現在、北本連系設備を２０１８年度末までに現在の６０万ｋＷから９０万ｋＷに、東

西の周波数変換設備については、現在の１２０万ｋＷから２１０万ｋＷに増強中。
 供給力の確保の観点から、平時における予備力確保に加えて、緊急時における周波数変換装置（ＦＣ）の更な

る増強も必要。
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エネルギー基本計画における電気の位置づけ

（１）二次エネルギー構造の中心的役割を担う電気

①電気は、多様なエネルギー源を転換して生産することが可能であり、利便性も高いことから、今後

も電化率は上がっていくと考えられ、二次エネルギー構造において、引き続き中心的な役割を果

たしていくこととなる。

②我が国の電力供給体制は、独仏のような欧州の国々のように系統が連系し、国内での供給不安

時に他国から電力を融通することはできず、米国のように広大な領域の下で、複数の州間に送配

電網が整備されている状況にもない。したがって、電源と系統が全国大でバランスのとれた形で

整備・確保され、広域的・効率的に利活用できる体制を確保していくことが不可欠である。



エネルギー基本計画で示した二次エネルギー構造(電気）の在り方

電源構成は、特定の電源や燃料源への依存度が過度に高まらないようにし

つつ、低廉で安定的なベースロード電源を国際的にも遜色のない水準で確保

すること、安定供給に必要な予備力、調整力を堅持すること、環境への適合を

図ることが重要であり、バランスのとれた電源構成の実現に注力していく必要

がある。

～第２章第２節２．（１）二次エネルギー構造の中心的役割を担う電気～

【エネルギー基本計画】

電源構成の在り方については、追加的に発生する可能性のあるコストが国

民生活や経済活動に大きな負担をかけることのないよう、バランスのとれた構

造を追求していく必要がある
～第２章第２節２．（１）二次エネルギー構造の中心的役割を担う電気～
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我が国のエネルギー需給構造が抱える課題

＜エネルギー基本計画（平成２６年４月）＞

（２）東京電力福島第一原子力発電所事故及びその前後から顕在化してきた課題

①原発の安全性に対する懸念及び行政・事業者に対する信頼の低下。

②化石燃料依存の増大による国富の流出、中東依存の拡大、電気料金の上昇、我が国の温室効
果ガス排出量の急増。

③東西間の電力融通、石油等緊急時供給体制などの構造的欠陥の顕在化。

④需要家の節電行動など需要動向の変化。

⑤シェールガスの生産拡大などによる北米エネルギー供給の自立化とエネルギーコストの国際間格
差の 拡大。

（１）我が国が抱える構造的課題

①海外からの資源に大きく依存し、中東情勢等の変化に左右されやすい国内供給体制。

②人口減少、技術革新等による中長期的なエネルギー需要構造の変化。

③新興国の需要拡大等による資源価格の不安定化と世界の温室効果ガス排出量増大。

15



エネルギー基本計画における火力の位置づけ

石炭

• 安定性・経済性に優れた重要なベースロード電源として再評価されており、高効率火力発電 の有
効利用等により環境負荷を低減しつつ活用していくエネルギー源。

天然ガス

• ミドル電源の中心的役割を担う、今後役割を拡大していく重要なエネルギー源。

石油

• 運輸・民生部門を支える資源・原料として重要な役割を果たす一方、ピーク電源としても一定の機
能を担う、今後とも活用していく重要なエネルギー源。

ＬＰガス

• ミドル電源として活用可能であり、平時のみならず緊急時にも貢献できる分散型のクリーンな ガ
ス体のエネルギー源。
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【出所】資源エネルギー庁「電源開発の概要」、「電力供給計画」をもとに作成。%は構成割合。
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年間の電力需要曲線（デュレーションカーブ）

 ある１年間の電力需要（kW）の推移を、kWが大きい順に左から並べ直すと、「デュレーションカーブ（電力

需要曲線）」となる。 ※縦軸は電力需要（kW）、横軸は年間稼働時間であり、積分すると消費電力（kWh）。

 このカーブにより、例えば「○kWより高い電力需要（kW）であった時間は年間何時間であったのか」を求め

ることができる。（下図によると、α kW以上の需要があったのは年間1,000時間）

 なお、デュレーションカーブは実際の時系列通り並んでいないため、出力調整力の有無といった電源の性

質が考慮されないことに留意が必要。
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春の１日の電力需要の推移 夏の１日の電力需要の推移 冬の１日の電力需要の推移
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３Ｅの観点からの各電源の意義
（１）安定供給性
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単位：sｔU3O8
※stU3O8≒0.91t

 中東依存度は、原油、天然ガスの順に高く、石炭・ウランはゼロとなっている。

各燃料の輸入先と中東依存度（2014年）

ウラン

中東依存度：0％
総輸入量

６，００４stＵ3Ｏ8/年

各燃料種のセキュリティ・インデックス【試算】
（2012年の調達構成）

＊原油の備蓄考慮版は備蓄量の2分の１を自給としてカウント。（2年で備蓄を取り崩すケースで試算）

＊ウランは3分の2を自給としてカウント（ウランの在庫が約3年であるため輸入量：既存在庫量＝１：２と考え試算）
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出典：貿易統計（２０１４年１月～１２月）
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ＬＮＧ 約１４日

石油 約１７０日

石炭 約３０日

ウラン 約２．７年程度

国内在庫日数

※石油については「石油備蓄の現況」より作成（IEA基準）電力用途以外を含む。

（参考）主な電力源の在庫状況と輸入量

※洋上在庫含まず、電力会社の発電用在庫（２０１３年度平均在庫日数等）で計算。電力調査統計等より作成）

 石油については、オイルショックの経験を教訓として、原油等の備蓄により、供給途絶リスクの緩和を図って
きた。

 一方、ＬＮＧは備蓄が困難なため、在庫水準は２週間程度。
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 老朽火力の設備容量は、震災前である2010年度と比較して、2013年度には約２倍（1,165万kW→2,479万kW）
に増加。

 燃料種別（石炭、石油、ＬＮＧ）では、特に石油火力において老朽設備の増加が顕著であり、約6倍（190万
kW→1,145万kW）となっている
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 震災後は原子力発電所が停止し、火力発電の稼働率が増加。計画外停止の件数は、老朽火力を含め増加
傾向。

 ただし、異音発生に伴う停止等の産業保安監督部に報告義務がない、未然防止のための早期対応を含む。

注１）計画外停止：突発的な事故あるいは計画になかった緊急補修など予期せぬ停止。

注２）報告対象 ：電気事業法電気関係報告規則に基づき、感電等による死傷事故やボイラータービン等、主要電気工作物の破損事故は産業保安
監督部への報告対象。電気集塵機の性能低下、異音発生等に伴う、計画外停止は産業保安監督部への報告対象外。

注３）老朽火力 ：2012年に運転開始から40年を経過した火力。
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全国の計画外停止

うち、老朽火力

うち、報告対象外

震災以降の火力の計画外停止の推移（2010年度～2014年度）

（出典）電力需給検証小委員会報告書（平成２６年１０月）
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３Ｅの観点からの各電源の意義
（２）経済性



［燃料価格（ＣＩＦ）の推移 ］

出典：日本エネルギー経済研究所

（円/千kcal）
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原油 一般炭 ＬＮＧ

CIF価格（2014.2）
原 油 ： 7 . 8 6 円 / 1 0 0 0 K c a l
ＬＮＧ ： 6 . 8 3 円 / 1 0 0 0 K c a l
一般炭： 1 . 7 7円 / 1 0 0 0 K c a l

燃料価格の将来見通し（IEA World Enegy Outlook2014)

燃料価格の推移と今後の見通し

IEAｼﾅﾘｵ 2013 2020 2030 2040

石炭
($/t)

現行シナリオ 86.0 107.0 117.0 124.0
新政策シナリオ 86.0 101.0 108.0 112.0

ＬＮＧ
($/MBtu)

現行シナリオ 16.2 15.0 16.3 17.3
新政策シナリオ 16.2 14.4 14.6 15.3

原油
($/bbl)

現行シナリオ 106.0 116.0 139.0 155.0
新政策シナリオ 106.0 112.0 123.0 132.0

 石炭は、原油、LNGに比べ価格は低位で安定。（原油：４．４倍、ＬＮＧ：３．９倍）
 石炭火力の発電コストは、LNG火力に比べ燃料費で優位。
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電気料金の推移

 震災の前に比べて、家庭用の電気料金は約２割、産業用の電気料金は約３割上昇。

 中小・零細企業の中には、電気料金の上昇を転嫁できず、経営が非常に厳しいという声も高ま
っている。

電気料金の高騰

２回目の値上げの動き

【出典】電力需要実績確報（電気事業連合会）、各電力会社決算資料等を基に作成

19.4%up

28.4%up

規制部門 自由化部門
※３

北
海
道
電
力

１回目
（H25.9実施）

7.73% (11.00%)

２回目
（H26.11実

施）

12.43% (H26.11～)
15.33% (H27.4～)

(16.48%) (H26.11～)
(20.32%) (H27.4～)

関
西
電
力

１回目
（H25.5実施）

9.75% (17.26%)

２回目
（H26.12申

請）
※１

10.23% (13.93%)

（※１）申請ベースの値であり、現在審査中。
（※２）平成27年3月31日までは、激変緩和措置として、値上げ幅を圧縮。
（※３）自由化部門は認可対象外。
（※４）自由化部門は平成２５年４月から値上げ実施。

※４

※２
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 我が国の鉱物性燃料の輸入額のＧＤＰ比は諸外国と比較しても高い水準にある。
 足下の原油価格の下落など、鉱物性燃料価格の動向には注視が必要だが、震災以降、諸外国との差が

更に拡大する傾向を示している。
 燃料価格のボラティリティは、天然ガス（３９％）＞石油（２４％）＞石炭（２１％）＞ウラン（１７％）。

鉱物性燃料の輸入額（対ＧＤＰ比）の比較

【出典】 世界貿易機構及び世界銀行資料を基に作成

注）上記グラフの値は鉱物性燃料の（輸入額－輸出額）で計算されるネットとしての輸入額の対GDP
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原油 １４．２兆円

液化天然ガス ７．１兆円

石炭 ２．３兆円

＜燃料輸入額（2013年）＞
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３Ｅの観点からの各電源の意義
（３）環境への適合



 震災以降、温室効果ガス排出量は増加が続いている。

 2013年度にエネルギー起源CO2排出量は、1,224百万トンとなり過去最高となった。震災前と比べると、電力分は
原発代替のための火力発電の焚き増しにより、2010年度比+1.10億トン増加している。

※「電力分」は、一般電気事業者による排出量

1990年度 2005年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

温室効果ガス排出量 （百万t-CO2） １，２６１ １，３７７ １，２８６ １，３３７ １，３７３ １，３９５

エネ起CO2排出量 （百万t-CO2） １，０５９ １，２０３ １，１２３ １，１７３ １，２０８ １，２２４

うち電力分※ （百万t-CO2） ２７５ ３７３ ３７４ ４３９ +65 ４８６ +112 ４８４ +110

うち電力分以外 （百万t-CO2） ７８４ ８３０ ７４９ ７３４ ▲15 ７２２ ▲28 ７４０ ▲9

（10年比）（10年比）（10年比）

【出典】 総合エネルギー統計、環境行動計画（電気事業連合会）、日本の温室効果ガス排出量の算定結果（環境省）をもとに作成。
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【京都議定書基準年】

(2010年度比)

+110

※「電力分」は、一般電気事業者による排出量

※２０１３年度は速報値

我が国の温室効果ガス排出量の推移
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連系線



系統の運用状況と今後の対応

 系統の運用実績は、現在、電力系統利用協議会のホームページで公表されているが、２０１５年４月に発足する、広域的運営推進機関におい
ても、系統の運用状況について、これまで以上に積極的に情報発信を行っていく。

 また、地域間連系線の更なる活用を図るために、これまで原則として年度を通じて固定している地域間連系線の運用容量を今後は３０分毎に
きめ細かく算定することや、小売事業者等に加えて発電施設設置者も地域間連系線の利用予約ができるようにした上で、広域的運営推進機
関において、新たな利用ルールの運用を開始する。

出典：ESCJ年報平成25年度版

（１）全国系統概念図および平成２６年度(８月平日昼間帯)における運用容量算定結果 （２）連系線月別利用実績
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